
輸入・国内採取 エネルギー転換 卸供給・小売供給 最終消費（法人） 最終消費（個人）

セメント会社消費の30%

化学工業、紙パルプ業等消費の15%

鉄鋼会社消費の55%

原油供給の97%

自動車消費の100%
石油会社（元売）直売10%

商社系特約店、一般特約店、全農

卸業者は20社程度、販売業者は26,500社

給油所数は52,600箇所

90%

ガソリン

商社輸入 97%

約20社（主要10ガス田）国産 3%

天 然 ガ ス （L N G ）

自動車消費の75%

家庭消費の55%

家庭消費の35%

農林漁業、JR、その他消費の 5%

トラック・バス向け消費の20%

民生業務用消費の10%

各種産業用消費の35%

民生業務用消費の30%

貨物運送用消費の15%

各種産業用消費の55%

航空会社消費の100%

民生業務用消費の15%

タクシー用消費の10%

各種産業用消費の40%

民生業務用消費の25%

各種産業用消費の40%

石油会社（元売）直売5%

特約店　　給油所数は52,600箇所95%

軽 油

石油会社（元売）直売

商社、特約店

重 油

石油会社（元売）直売

特約店　25社

ジェット燃料

L P G

民生用：簡易ガス業者　1770社、
　　　　　小売事業者約27500社

自動車用：オートガススタンド約 1900箇所

LPG会社（元売）直売

卸売業者　約1400社

石炭供給の25%

民生用：特約店、SS、ホームセンター、米殻店、酒屋、雑貨
店、農協等

石油会社（元売）直売5%

産業用：特約店、燃料卸商

95%

灯 油

家庭消費の30%

民生業務用消費の25%

鉄道用消費の 2%

各種産業用消費の43%

都市ガス会社
天然ガス供給の
30%

一般ガス事業者237社

ガス事業参入者9社

都 市 ガ ス

家庭消費の35%

LPG供給の2%

電 力

原油供給の3%

重油供給の20%

天然ガス供給の70%

一般電気事業者

卸電気事業者

特定電気事業者

特定規模電気事業者

石炭供給の35%

ガソリン供給
の100%

軽油供給
の100%

灯油供給
の100%

重油供
給の80%

ｼﾞｪｯﾄ燃料
供給の
100%

LPG供給
の10%

LPG供給
の88%

商社輸入 98%

2社（2炭坑）
※現在は国内炭坑は閉鎖されている

国産 2%

石 炭

石油会社
国内精製 97～40%（製
品により異なる）

ガソリン、ジェット燃料、灯油、軽油、重油、ナフサ

石油会社、化学会社等国内精製  11%

L P G

ナフサ供
給の
100%

石油化学工業消費の約100%

石油会社（元売）直売約100%

ナフサ

石油会社輸入 100%

2社（主要10油田）国産 0%

原 油

商社、全農等約
輸入 3～60%

（製品により異なる）

ガソリン、ジェット燃料、灯油、軽油、重油、ナフサ

LPG輸入業者輸入　89%

L P G

石油石炭税（最上流課税）の課税ポイント 揮発油税（上流課税）の課税ポイント 軽油引取税・航空機燃料税・石油ガス税（下流課税）の課税ポイント

※一部、業務用としての法人
使用も含まれる

※一部、業務用としての法人
使用も含まれる

鉄鋼会社（高炉）消費の100%

鉄鋼会社（高炉）、コークス製
造業

石炭供給の40%

（原料炭）

我が国のエネルギーのフローと我が国のエネルギーのフローと関連税制の課税ポイント関連税制の課税ポイント（未定稿）（未定稿）
※　%の数字は、2000年度のデータを勘案したおよそのイメージを示すものであり正確ではない。また全てのエネルギーを網羅している訳ではない。
※　「供給」は総供給量を、「消費」は最終消費量のことである。

石油ガス税

航 空 機 燃 料 税

軽油引取税

電源開発促進税の課税ポイント
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